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⚫ IT導入補助金(29年度～3年度）における管内採択件数は全国比で4.6%。
⚫ テレワーク等コロナ禍への対応に向けた特別枠の割合は直近4.7％（令和３年）であり前年に比して増加。

サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業 採択実績

（参考）
29FY（28補正） ：補助上限額100万円、補助率1/2
30FY（29補正） ：補助上限額 50万円、補助率1/2
1FY（30補正） ：補助上限額450万円、補助率1/2
2FY（元・2FY1次補正）：補助上限額450万円、補助率1/2（通常枠）2/3～3/4（特別枠）
3FY（元・2FY3次補正）：補助上限額450万円、補助率1/2（通常枠）2/3（特別枠）

通常枠 特別枠 小計 通常枠 特別枠 小計

青森県 116 290 40 73 96 169 72 114 186 801 12.1%

岩手県 116 382 60 58 104 162 99 133 232 952 14.4%

宮城県 213 937 100 116 269 385 150 247 397 2,032 30.8%

秋田県 44 181 38 26 104 130 30 82 112 505 7.7%

山形県 93 397 71 55 109 164 83 128 211 936 14.2%

福島県 137 519 85 70 186 256 129 246 375 1,372 20.8%

東北計 719 2,706 394 398 868 1,266 563 950 1,513 6,598 －

全国比 5.0% 4.3% 5.3% 6.0% 4.1% 4.5% 7.9% 4.7% 4.9% 4.6% －

全国 14,301 62,901 7,386 6,659 21,181 27,840 7,143 20,176 30,825 143,253 －

3FY
管内構成比合計１FY３０FY２９FY

2FY
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東北地域における中小企業のIT利活用の現状



（下段の括弧内は事業所数）

（単位：百万円）

・2019年の情報通信業における売上高は約4,517億円で、全国比は1.5％。

出典：特定サービス産業実態調査（経済産業省）
（注）当該業種は、2016年は調査対象外。抽出調査。

（百万円）
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（参考）H30年10月1日現在人口推計より
東北地域：8,755千人、中国地域：7,325千人

（百万円）

年度 全国 東北 全国比

2013年
19,613,890 322,144 1.6%

(36,947) (1,391) (3.8%)

2014年
19,349,513 293,426 1.5%

(33,402) (1,382) (4.1%)

2015年
19,748,969 335,658 1.7%

(33,475) (1,361) (4.1%)

2017年
21,778,548 343,168 1.6%

(32,659) (1,245) (3.8%)

2018年
22,128,848 310,446 1.4%

(31,808) (1,276) (4.0%)

情報サービス業 年間売上高の推移

年度 全国 東北 全国比

2019年
30,313,779

(32,687)
451,721

(-)
1.5%

(-)

情報通信業 年間売上高

出典：経済構造実態調査（経済産業省）
（注）特定サービス産業実態調査は、2019年調査分より経済構造実態調査に統合。

都道府県ごとの売上高については、日本産業分類上の大分類別でのみ公開されているほか、
事業所数については都道府県ごとには公開されていない。
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東北地域内の情報サービス業の

各県別売上高の推移

宮城

年度 東北 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

2013年

322,144
【100%】

21,564
【6.7%】

38,120
【11.8%】

187,796
【58.3%】

13,381
【4.2%】

18,033
【5.6%】

43,250
【13.4%】

(1,391)
【100%】

(134)
【9.6%】

(162)
【11.6%】

(564)
【40.5%】

(117)【8.4%】
(165)

【11.9%】
(249)

【17.9%】

2014年

293,426
【100%】

18,791
【6.4%】

30,464
【10.4%】

174,267
【59.4%】

16,147
【4.2%】

17,404
【5.9%】

36,353
【13.4%】

(1,382)
【100%】

(139)
【10.1%】

(158)
【11.4%】

(567)
【41.0%】

(109)【7.9%】(136)【9.8%】
(273)

【19.8%】

2015年

335,658
【100%】

20,310
【6.1%】

31,382
【9.3%】

212,098
【63.2%】

12,355
【3.7%】

21,214
【6.3%】

38,299
【11.4%】

(1,361)
【100%】

(139)
【10.2%】

(154)
【11.3%】

(533)
【39.2%】

(114)【8.4%】
(142)

【10.4%】
(279)

【20.5%】

2017年

343,168
【100%】

21,472
【6.3.%】

31,516
【9.2%】

212,550
【61.9%】

12,331
【3.6%】

27,040
【7.9%】

38,259
【11.1%】

(1,245)
【100%】

(133)
【10.7%】

(146)
【11.7%】

(466)
【37.4%】

(98)【7.9%】
(143)

【11.5%】
(259)

【20.8%】

2018年

310,446
【100%】

18,831
【6.1%】

31,662
【10.2%】

171,173
【55.1%】

12,870
【4.1%】

26,800
【8.6%】

49,110
【15.8%】

(1,276)
【100%】

(126)【9.9%】
(142)

【11.1%】
(536)

【42.0%】
(105)【8.2%】(123)【9.6%】

(244)
【19.1%】

年度 東北 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

2019年
451,721
【100%】

31,737
【7.0%】

37,858
【8.4%】

256,066
【56.7%】

27,716
【6.1%】

30,718
【6.8%】

67,626
【15.0%】

出典：特定サービス産業実態調査（経済産業省）（注）当該業種は、2016年は調査対象外。抽出調査。

・情報通信業の県別の売上高は宮城県が最大で、2019年の東北６県に占める割合は56.7％。
・これまでのデータでは、山形県の売上が増加傾向。秋田県は減少傾向。

全国10位
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（百万円）

（単位：百万円）

（（）内は事業所数。【】内はそれぞれ東北全体に占める割合を示す）

情報サービス業 年間売上高の推移

情報通信業 年間売上高

出典：経済構造実態調査（経済産業省）
（注）特定サービス産業実態調査は、2019年調査分より経済構造実態調査に統合。

都道府県ごとの売上高については、日本産業分類上の大分類別でのみ公開されているほか、
事業所数については都道府県ごとには公開されていない。
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東北地域のIT人材（情報処理・通信技術者）の有効求人倍率

⚫ 情報処理・通信技術者の有効求人倍率は、特に宮城県で非常に高い水準で推移。

（倍）

（月）

（出典）RESAS_厚生労働省「職業安定業務統計」

有効求人倍率
専門的・技術的職業 > 情報処理・通信技術者



政策の方向性
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DXとは（経済産業省としての定義）

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタ
ル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサー
ビス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組
織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を
確立すること」

METI - 「DX推進ガイドライン 平成３０年１２月」より

（参考）ウメオ大学（スウェーデン）のエリック・ストルターマン教授が2004年に提唱した概念
ITの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること



12出典：デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 ＤＸレポート２（令和２年１２月 経済産業省）



13出典：デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 ＤＸレポート２（令和２年１２月 経済産業省）
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出典：デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会
ＤＸレポート２（令和２年１２月 経済産業省）
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出典：デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会 ＤＸレポート２（令和２年１２月 経済産業省）
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当局におけるDX推進に向けた取組
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【DXセミナー】
○令和2年度開催実績
【日程】2021年1月20日（水） 【参加者】中堅・中小企業経営者等 110名

○令和3年度開催実績
【日程】2021年7月12日（月） 【参加者】中堅・中小企業経営者等 97名
【プログラム】
＊基調講演
(株)aiforce solutions 「ビジネスAIによる業務プロセスの高度化に向けて」

＊ソリューション紹介
①アクセンチュア(株)
「中小製造業デジタル化の打ち手と「非競争領域」の業務プロセス変革」
②日本マイクロソフト(株)
「データの収集から解析・予測までローコーディングで実現するプラットフォームについて」
③(株)ASAHI Accounting Robot研究所 「RPA導入支援について」

TOHOKU DXセミナー、DX塾の開催

■新型コロナウイルスの世界的な流行は、企業の事業環境を不安定化させており、ニューノーマルな状況において、あらゆる面で変革が求め
られているところ。より一層の業務改革や新たなビジネス創出を進めていくためには、各企業におけるデジタル化・DXの推進こそが変革に
向けた鍵となっている。

■「DXセミナー」では、中堅・中小企業経営者等を対象として、DXの動向等とともに地域の身近なITソリューション事例を紹介。
更に「DX塾」では、その実現に向けて必要となる取組を民間講師により企業目線で解説を行っている。

【DX塾】
○令和2年度開催実績（3月15日（月）、16日（火）の2日に分けて開催）
講演「DXとは？成功した企業の特徴に学ぶ」/「DX事例；成功・失敗事例から具体的に学ぶ」
【参加者】中堅・中小企業経営者等 70名

○令和3年度開催実績
【日程】1回目：2021年11月10日（水）～11日（木）
【参加者】中堅・中小企業経営者等 19名
【プログラム】
講師：(株)MAKOTOキャピタル 「デジタル活用による業務プロセスの最適化と戦略策定」
【概要】
架空の業務等を題材として、以下についてハンズオン実習を実施（参加者数は限定。）。
①デジタルツールを活用した最適な業務フローの作成方法
②データ等をふまえた自社の事業戦略策定のあり方について

担当者の
業務フローを
AsIs/ToBe
それぞれ記載

最適な業務フローと戦略策定について
講師がハンズオンで講義を実施

『令和２年度』 『令和３年度』 『令和２年度』

←アーカイブ配信中
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IoT内製人材育成支援
～秋田モデルの横展開事業の展開～

■IoT技術の内製化については、人口減少・人材不足が進む東北地域の製造業においても必要な取組。
■秋田県では、IoT技術を製造現場に生かすため、内製人材の育成に向けたプロジェクトを展開（以下「秋田モデルとい
う」）している。基礎技術研修、工場内等での実践研修（工場リアルハッカソン）等により、具体のシステムの開発・
稼働に至っており、人材育成が促進されている。

■このような中、地域全体のIoT導入促進を図るため、秋田モデルの手法等を、東北地域内の他県に展開。
■具体的には、秋田県産業技術センターの研究員が講師となって、現地の公設研と共同で本研修を実施。

【令和2年度の研修内容】
IoTの基礎知識習得のほか、ワンボードコンピュータ（Raspberry Pi）実機
を用いて、入出力インターフェースとセンサーなどの接続する回路を構築し、環
境をセンシングするプログラムを作成することで、IoTを体験する研修を実施。

【令和3年度の研修内容】
今年度は青森県産業技術センターで実施。
前段階として令和2年度同様、IoT入門研修を秋田県産業技術センターの
研究員を講師に迎え開催。
その後、青森県産業技術センター内、IoT開発支援棟を仮想的な現場と見
立て、デジタル技術を駆使して現場課題を見える化し、解決していく力を磨く
IoTアイデアソン＆ハッカソンを2日間に分けて開催。
1日目は現場に見立てたIoT開発支援棟で課題の発掘、その課題を解決す
るためのアイデアを発表するアイデアソン、2日目は実際に機器を用いて課題
解決のためのシステムを完成させるハッカソンを行った。

（研修の様子）
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TOHOKU DX大賞の創設

■東北地域において、デジタル技術を駆使し、製品・サービスの高付加価値化や新事業展開、業務プロセスの効率化等
を実践し、DXに挑戦する企業や、DXに資する人材育成等の支援を積極的に展開する団体等の中から特に優れたも
のを表彰する「TOHOKU DX大賞」を令和3年度新たに創設。 優れた事例を広く発信することで、東北地域における
事業者等のDXの推進に寄与することを目的としている。

■11月26日に開催した受賞記念フォーラムでは、受賞者（全10者）への表彰及び受賞案件の紹介を行うとともに、
外部有識者からの基調講演を実施。オンラインでは多数の事業者等の参加があった。

【概要】
①製品・サービス部門
②業務プロセス部門
③支援部門
各々最優秀賞1件、優秀賞2件の合計9件を授与。
併せて、選考委員会特別賞1件を授与。
※最優秀賞：東北経済産業局長賞
優秀賞：（一社）東北経済連合会会長賞、

東北地域情報サービス産業懇談会長賞

【応募件数】
①製品・サービス部門： 13件
②業務プロセス部門： 11件
③支援部門： 10件 計34件
※県別応募件数（全体）
青森県：3件 岩手県：4件 宮城県：11件
山形県：12件 福島県：4件

【受賞案件】
①製品・サービス部門
最優秀賞： (株)弘栄ドリームワークス（山形県）
優秀賞： (株)SRA東北（宮城県）
優秀賞： 山形東亜DKK(株)（山形県）

②業務プロセス部門
最優秀賞： (株)ホリ・コーポレーション（山形県）
優秀賞： イデアルファーロ(株)（山形県）
優秀賞： (株)マイスター（山形県）

③支援部門
最優秀賞： 東北大学病院（宮城県）
優秀賞： (株)ミヤックス（宮城県）
優秀賞： アクセンチュア(株)（福島県）

選考委員会特別賞：（株）サニックス（山形県）



受賞一覧＜製品・サービス部門＞

＜受賞者＞
株式会社弘栄ドリームワークス
所在地：山形県山形市

＜タイトル＞
パイプ探査ロボット「配管くん🄬」
を活用した、設備業における配管調
査のデジタル化

＜概要＞
本パイプ探査ロボットは、カメラと
位置計測センサーを搭載し、内部の
映像と位置情報を取得。取得した位
置情報から、図面を作成、映像情報
から配管の状態を把握。当社の本ロ
ボットのみが映像と位置情報の双方
を同時に取得可能とし、対応する配
管の内径も25mm～150mmと他社
が対応できない100mm以下の配管
にも対応。また、取得した映像・位
置情報は、クラウドサーバにビック
データとして格納され、映像解析等
を含めたAIによるデータ解析も可能
としている。

【最優秀賞】（東北経産局長賞） 【優秀賞】（TISA会長賞）

＜受賞者＞
山形東亜DKK株式会社
所在地：山形県新庄市

＜タイトル＞
IoTの活用により遠隔監視・制御可
能とした畜産排水処理監視システム
を開発・商品化

＜概要＞
本システムは、有機物を分解する際
に電流を発生させる発電細菌を利用
することで、汚水のBOD値を６時間
で予測。これにより、運転制御の応
答性を高めて過剰な曝気を削減し、
電力消費の削減（実証実験では20％
～30％削減）と脱窒（汚水中の硝酸
性窒素等の除去）効率を向上させる
ことに成功。
さらに専用IoTシステムを
構築し、スマートフォン等
による測定水質の遠隔監視
や水質異常の早期検出
（アラートメール）機能を
実装。施設保守管理のテレ
ワーク対応を可能にしてい
る。

【優秀賞】（東経連会長賞）

＜受賞者＞
株式会社SRA東北
所在地：宮城県仙台市

＜タイトル＞
人工知能技術を活用した次世代型イ
ンフラメンテナンスサービス THE
JUDGE（ザ ジャッジ）

＜概要＞
本サービスはAIを活用したサビの腐
食度合いを判定し、自社の設備状況
を可視化分析するサービス。現状の
プラント検査分析は人の目で行われ
ているため、検査する人のスキルに
影響し、そのため、誤った検査結果
が出てしまうなどのリスクもあり、
常に安定稼働させる必要がある設備
等については事業停止などのリスク
が潜在。本サービスでは人間の目に
代わるVISIONとしてのAIを採用し、
常に一定の判定基準で安定的な分析
を行うことを可能としている。
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＜受賞者＞
株式会社ホリ・コーポレーション
所在地：山形県酒田市

＜タイトル＞
タイヤのインターネット販売による
売上拡大とRPA活用による生産性
アップ

＜概要＞
他社に先駆けタイヤのネット販売を
開始し、2004年に「タイヤ1番」を
出店したことで、売上が飛躍的に増
加。販売本数が増加する一方で、発
送業務で現場作業の負担が大きくな
り社員総出の残業も多くなる等課題
が残った。課題解決に向け、タイヤ
のバーコードを読み取るだけで受注
情報の確認と送り状の印刷ができる
システム開発を行いRPAによる業務
プロセスの効率化を進め、その結果、
タイヤの発送業務は1人で済むように
なり残業が激減。
さらに誤発送の発生率
もほぼ0％となり生産
性向上に大きくつなが
っている。

【最優秀賞】（東北経産局長賞） 【優秀賞】（東経連会長賞）

＜受賞者＞
イデアルファーロ株式会社
所在地：山形県酒田市

＜タイトル＞
社内DXからAIソフト開発(パッチリ)
による作業時間1/8の短縮まで

＜概要＞
小規模拠点が分散し、従業員が多く
なる介護障がいサービスの現場にお
いて、情報共有が難しく、情報が人
と場所に縛られているという課題が
あった。そこで、社内のコミュニ
ケーションをチャットツールで行い、
書類等は、クラウドで共有の場を作
り、口頭で行っていた伝達をテキス
トとリンクで行う方針とした。その
結果、リアルタイムに情報共有が可
能となり業務効率が向上し、印刷費
用は1/10に削減、1週間の作業時間
は▲10時間/人短縮。また、業界初
のAIを用いた障がい者向けケアプラ
ン作成支援ソフトを開発することに
も成功し、初回のケアプラン作成時
間が1/8になり大幅に短縮された。

【優秀賞】（TISA会長賞）

＜受賞者＞
株式会社マイスター
所在地：山形県寒河江市

＜タイトル＞
IoT工具管理システム開発による段
取時間の短縮

＜概要＞
金属加工における加工工具の収集は、
1000種類以上に及ぶ中から目的の1
本を探し出す必要があり、その作業
時間は作業者の記憶や慣れに大きく
依存し、工作機械の稼働率低下の原
因にもなっていた。
「IoT工具管理システム」は、加工プ
ログラム毎に必要な工具を必要な順
番でLED点灯させることで、誰でも
容易に必要な工具を短時間で収集す
ることができる工具保管システム棚
であり、作業環境に応じたレイアウ
ト変更、連結による拡張も容易であ
る。これにより、作業者の記憶や慣
れに依存しない短時間での加工工具
の収集を可能とし、工作機械の稼働
率向上も実現している。

受賞一覧＜業務プロセス部門＞
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＜受賞者＞
東北大学病院
所在地：宮城県仙台市

＜タイトル＞
宮城県コロナ患者宿泊療養施設およ
びワクチン接種におけるDXの実践

＜概要＞
未曾有のコロナ禍において、医療の現場で
真に機能するシステムを短期間で独自開発。
(a)宮城県コロナ患者宿泊療養施設において、
ポータブルレントゲン撮影、血液検査、心
電図検査の結果をオンラインで共有するシ
ステムを全国に先駆けて開発。宿泊療養施
設、宮城県医療調整本部、東北大学病院間
での診療情報の共有を可能とし、重症患者
を見落とすことなくフォローする医療体制
を確立。
(b)宿泊療養施設において、東北大学病院の
電子カルテを配備し、紙およびスキャン技
術を併用してレッドゾーン（感染エリア）
内での抗体カクテル療法の記録のデジタル
化を約1週間で実現し、コロナ患者の重症
化を防ぐ医療体制を整備。
(c)東北大学ワクチン接種センターで東北大
学を含む13大学、1高専の構成員がワクチ
ン接種を行うワクチン接種予約システムを
短期間で独自開発し、仙台市内の教育機関
にスムーズなワクチン接種を提供。

【最優秀賞】（東北経産局長賞） 【優秀賞】（TISA会長賞）

＜受賞者＞
アクセンチュア株式会社
（事業所名：イノベーションセンター福島）

所在地：（本社）東京都港区
（事業所所在地：福島県会津若松市）

＜タイトル＞
「データ駆動型スマートシティ」の
実現へ向けた震災復興の取組

＜概要＞
震災以後、会津若松市の「データ駆動型ス
マートシティ」の推進を支援。「三方よし
（市民によし、地域によし、企業によ
し）」の理念の元、ICTオフィスビル開設
に伴う最先端企業の誘致やベンチャー企業
立上げ支援、地域のデータ人材育成等に取
り組み地域経済の復興を後押し。2015年
に導入したデジタルコミュニケーションプ
ラットフォームの利用者は周辺自治体の市
民も含め19万人となり、市民自らが参加し、
自身や地域のためにデータを提供するオプ
トイン型のデータ駆動型スマートシティモ
デルについての市民理解も進んでいるとの
認識。地方分散における新たな地域経営モ
デルとして全国的にも注目されている。

【優秀賞】（東経連会長賞）

＜受賞者＞
株式会社ミヤックス
所在地：宮城県仙台市

＜タイトル＞
老舗企業が取り組むビジネスを爆速
で成長させるための三方よしの産学
連携DX支援

＜概要＞
企業側はデジタルやデータを活用したいが
活用の仕方がわからない。（例：データ活
用したくともデータを可視化できない等）
大学では意欲のある学生がデータ科学やAI
を学びたいと思っても、リアルなデータが
ないといった課題がある。

本サービスでは、両者を紐づけることによ
り地元企業からはデータを提供してもらい、
学生にはBI,RPA,AIといったデジタル技術
を汎用的なソフトウェアを扱う教育を実施
したうえで企業課題に取り組んでもらうと
いう枠組みを構築。わずか1年余りで5社以
上のDXプロジェクトを支援。

受賞一覧＜支援部門＞
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＜受賞者＞
株式会社サニックス
所在地：山形県山形市

＜タイトル＞
計画発電蓄電制御システムを活用し
た電動商用車でカーボンニュートラ
ル実現への貢献

＜概要＞
トラックなどの大型商用車の電動化
は乗用車に比べると進んでおらず、
その普及に向け、発電機と二次電池
を小型化するための「計画発電蓄電
制御システム」を開発し、プラグイ
ンレンジエクステンダー電動トラッ
ク（外部充電と小型発電機の電気を
動力源とする電動トラック）でその
効果を実証中。
本デジタル技術は、社会実装を通じ
て、商用電動車の普及拡大、CO2排
出削減に貢献するもの。
寒暖差、地理的高低差の激しい山形
で開発したデジタル技術で地方創生
を目指している。

受賞一覧＜選考委員会特別賞＞

24

【TOHOKU DX大賞 受賞記念フォーラム】
◆ 基調講演
◆ 受賞案件紹介 ＜動画配信中＞



Ⅴ DXに活用できる関連施策（支援策）
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デジタル化・DXイメージ／関連施策

＜バックオフィス系＞
個別プロセスのデジタル化
（受発注のシステム化 等）
・ IT,RPA,AI 等

＜製造／現場系＞
個別プロセスのデジタル化
（検査工程のシステム化 等）
・IT,IoT,AI,Robot 等

アナログ・物理
データのデジタル
データ化
（帳簿やfaxの
デジタル化 等）
・IT,OCR,画像
認識AI 等

デジタル化 Digital Transformation

‘顧客起点の
価値創出’
のための事業や
ビジネスモデル
の変革
・IoT,AI,
Robot 等

Digitization Digitalization Digital Transformation

組織横断／
全体のプロセス
のデジタル化

・ERP,API 等

DXレポート2（経済産業省）を元に東北経済産業局で作成

【業務プロセス】

DX・・・企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズ
を基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風
土を変革し、競争上の優位性を確立すること（平成30年12月 DX推進ガイドライン（経済産業省））

地域デジタルイノベー
ション促進事業
（新事業実証）

※これらは必ずしも左から順に実施を検討するものではない。

成長型中小企業開発
支援事業等

（技術開発制度）

IT導入補助金（ITツールの導入）

IT経営簡易診断（専門家）

共創型サービスIT
連携支援事業
（API連携等）

ものづくり補助金（システム構築・導入等）

事業再構築促進事業
（新分野展開等）

デジタルスキルオンライン講座（巣ごもりDXステップ講座情報ナビ）

DX認定

IT戦略ナビ（アプリ）

ソフト支援

ハード支援
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関連施策の活用イメージ

① 巣ごもりDXステップ講座情報ナビ（無料）
これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無かった人にも、新たな学習を始めるきっかけとして
誰でも、無料でデジタルスキルを学べるオンライン講座を紹介。

③ IT経営簡易診断（無料）
専門家による3回のアドバイス(①ヒアリング、②課題整理、③情報提供・提案)を通じて
経営課題の見える化を図り、課題に沿ったアプリケーション等の情報を提供。

➢ デジタル化～「知る」から「実行」へ

ITツール等の導入支援
④IT導入補助金 等

② IT戦略ナビ（無料）
自社のIT化の課題、なりたい姿を選択することで、Web上で「どのようにITを活用した
ら、ビジネスが成功するのか？」を示した「仮説ストーリー（IT戦略マップ）」を作成。

④ IT導入補助金（補助額 ～350万円 補助率1/2,2/3,3/4）等
バックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得等の付加価値向上に資するITツールの
導入を支援。

※この他、デジタル化に向けて、ものづくり補助金や事業再構築補助金等の活用が可能。

専門家による「課題整理」等
③IT経営簡易診断

WEB上での「学び」、「課題整理」等
①巣ごもりDXステップ講座情報ナビ
②IT戦略ナビ



経済産業省ＨＰ

⚫ 経済産業省HP内に「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」を構築。

⚫ 本ナビサイトに掲載するコンテンツは、民間事業者に無償提供を呼び掛け。

⚫ これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無かった人にも、新たな学習を始めるきっかけを得ていただける
よう、誰でも、無料でデジタルスキルを学べるオンライン講座を紹介。

巣ごもりDXステップ講座情報ナビ

学習者

コンテンツ提供事業者

…etc

協力団体 コンテンツ提供
を呼び掛け

HP,SNS,メルマガ等
広報チャネルを通じて

周知PR

58コンテンツを掲載
（’20年12月サイト開設時点）

32



33



34

⚫ 専門家との3回の面談を通して経営課題・業務課題を
整理・見える化

⚫ IT活用の可能性を無料でご提案

IT経営簡易診断

IT導入に向けて課題を明確化したい

申込受付中：2021年3月24日（水）～2022年1月31日（月）
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DX認定制度

⚫ 「情報処理促進法」に基づく認定制度。国が策定した指針を踏まえ、優良な取組を行う
事業者を、申請に基づいて認定。

⚫ DX-Readyの状態、「企業がデジタルによって自らのビジネスを変革する準備ができてい
る状態」になっている事業者を認定（他の事業者との比較は行わない）。

⚫ 詳細については、以下のホームページを参照。

https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html

DX認定制度事務局

認定申請

結果通知認定事業者

問合せ
＜審査・問合せ＞

＜認定＞

結果通知 結果通知

審査結果

〇申請～認定までの流れ

令和２年11月9日から本格受付（Web申請）開始！

https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html


（参考）具体的な取組事例
１ DX関連ソリューション
２ 地域企業のDXへの取組
３ 自治体の取組
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１．団体概要
名 称： 一般社団法人 DX NEXT TOHOKU（DNT）
設立日： 令和3年2月22日
役 員：
・代表理事 阿部 嘉男（株式会社SRA東北 代表取締役）
・理 事 伊藤 正則（株式会社エスクルー 代表取締役）
・理 事 福留 秀基（株式会社MAKOTOキャピタル 代表取締役）
・理 事 淡路 義和（株式会社コー・ワークス 代表取締役）
・監 事 伊藤 良樹（東北インテリジェント通信株式会社 常務取締役）

2．取組概要
・DXに係る相談窓口
・DXに興味を持つ企業とDXのケイパビリティを持つ企業とのマッチング
・DX人材の育成（IoT、AI、ロボティクスなど）
・DXを活用した地域課題の解決（自治体や各種学校と連携予定） 等

令和3年2月、東北地域のDXに係る「共創的パートナーの担い手」として、東北地域のIT企業を
中心とした団体「（一社）DX NEXT TOHOKU」が設立。地域企業のDXニーズの受け皿として、
相談窓口やマッチング、人材育成等を実施。

３．会 員
（令和4年2月HP掲載分）
運営会員 4社 一般会員 16社
賛助会員 1社 連携自治体 1団体
特別会員 2社、4団体・機関 計 28者

※団体設立以降、様々な場での講演等によって、団体理念や取組等を発信。
2021/06/22 ICTフェアin東北2021
2021/08/26 電気関係学会東北支部連合大会 企画セッション
2021/10/20 CEATEC 2021 Conference 
2021/10/22 全国組込み産業フォーラム 地域団体講演の部 他

東北のDX関連団体の設立と取り組み

＜関係機関等との連携した取組＞

主催 （一社）宮城県情報サービス産業協会
共催 （一社）DX NEXT TOHOKU
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東北のDX関連ソリューション事例

株式会社フォルテ
地域未来牽引企業、J-Startup TOHOKU 選定企業

＜製品概要＞
「MIDERA」は、スクリーニング機能を用いて、来訪者や社
員の発熱状態の可能性を入口・受付で素早く見つけること
が可能。カメラタイプでは、離れた位置から最大20人を同時
に測定。タブレットタイプでは、マスクの着用有無を判断する
ことも可能。
「感染リスク軽減対策」や「クラスター発生予防対策」 として、
大きな効果を発揮。
＜企業概要＞
株式会社フォルテ
所在地：青森県青森市
設立：2005年

38

株式会社イーアールアイ
地域未来牽引企業

＜製品概要＞
「InQross」はヒト・モノの「位置」「状態」を簡
単にデータ収集して可視化し、作業者の動作分析や
改善などに寄与する。クロスビーコン方式という画
期的な位置測位・動作分析の仕組みを採用している。

＜企業概要＞
株式会社イーアールアイ
所在地：岩手県盛岡市
設立：2003年



東北のDX関連ソリューション事例

株式会社コー・ワークス／株式会社アイオーティドットラン
地域未来牽引企業／J-Startup TOHOKU 選定企業

＜製品概要＞
「Tibbo-Pi」はラズベリーパイとNode-REDで
プログラミングし、コネクタ類やセンサ類、LED
やボタンなど、様々なブロックを組み合わせるだ
けでIoTシステムや製品の試作開発が可能。
簡単に学べて、すぐに試せて、そのまま導入でき
る、“IoTを仕事にする人”のデバイス。

＜企業概要＞
株式会社コー・ワークス
／株式会社アイオーティドットラン
所在地：宮城県仙台市青葉区
設立：2009年／2019年

株式会社aiforce solutions
J-Startup TOHOKU 選定企業

＜製品概要＞
「AMATERASRAY」は、マウス操作だけでAI予測に必要な
学習済みモデル(ex.需要予測、異常検知、優良顧客分類
など）が構築可能。今まで会社内などで俗人化していた勘と
経験に依存した予測業務や判断業務を、誰もがAIツールを
使って成果を出せる世界を実現。
＜企業概要＞
株式会社aiforce solutions
所在地：東京都
設立：2018年
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＜製品概要＞
「Smart Echo」は、超音波エコー画像を用いAI技
術で魚の白子・魚卵を自動判別。鱈（マダラ）など
の外観で雌雄判別が付きにくい魚に用いることで
「誰でも」「簡単」な仕分け作業を可能とし、人手

不足の解消や衛生管理の向上に寄与。
＜企業概要＞
東杜シーテック株式会社
所在地：宮城県仙台市宮城野区
設立：2002年

東杜シーテック株式会社
地域未来牽引企業
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トライポッドワークス株式会社
地域未来牽引企業、J-Startup TOHOKU 選定企業

＜製品概要＞
「ViewCamStation」は、建設業向け映像サービス。PCやス
マホで現場のリアルタイムモニタリングができる他、短縮動画
(タイムラプス)の自動生成で作業工程を分かり易く「見える
化」することが可能。また、動画による遠隔臨場を実現し、管
理業務や検査を遠隔地から行うことも可能。合わせて、動画の
長期保存、動画の解析機能などを活用することにより、施主へ
の説明や将来的な維持修繕での動画活用など、様々な局面で動
画を利用したi-Constructionの推進を実現。

＜企業概要＞
トライポッドワークス株式会社
所在地：宮城県仙台市青葉区
設立：2005年



株式会社ビック・ママ（宮城県仙台市）

洋服等の直しを、「母親代わりのサービス」（お直しコンシェルジュ）として展開。メッセージアプリでの見積サービス
やオンライン接客の導入、更に、離職防止サービスの開発・提供等積極的にデジタル化を進めている。また、「女
性の働きやすい環境を整える」理念のもと、保育施設の運営事業を展開。

。

◆ きっかけ

➢ サービスの展開にあたり、人手がかかる分野を生業としているところ、人が担うべき部分は残しつつも、省力化のため周辺部
分をデジタルに置き換えていく必要があった。

➢ また、「人」がメインの仕事であり、「スタッフの離職」が課題にあった中、300人を超える従業員の管理・ケアにはデジタル技
術の活用が必要であった。

◆ 「人」が担うべき業務を残しつつ、デジタルによる省力化を推進。また、スタッフのケアにデジタルを活用、新たな
サービスとして展開。

➢ 受付カウンターでのタブレット導入

• 専用紙による受付記録に代えて、「お直し」の箇所等を画面で選択して受け付けるシステム

を開発。さらに、注意事項や顧客への説明サポート機能を持たせ受付業務の効率化を実現。

➢ 来店不要のサービス展開
• メッセージアプリを活用した「お直し」の写真見積や、ビデオ通話で店舗同様の接客を受けられるオンラインサービスを展開。

同システムで顧客管理まで実施。また、運送会社の配達システムとのAPI連携により、集荷から発送までをスムーズ化。
➢ 離職防止向けモチベーション管理システムの開発、サービスとして提供
• メッセージアプリで従業員のモチベーション管理を手軽にでき、心の状態を天気図風のレポートで見える化する離職防止

サービスを開発、従業員個人個人と向かい合うことを可能とし、デジタル技術を活用した新たなサービスとして展開中。

◆ 成 果

➢ 離職防止サービスを自社内で実施したところ、開始1週間で寄せられたコメントの質と量は、年に1度全社員に向けて行って
いたアンケートで得ていたコメントとほぼ同等のものとなり、効率的な従業員管理に至ったところ。

➢ また、中小企業の経営者、人事部が抱える離職や管理職の能力向上など「人の問題」の解決に向け、2020年に本サー
ビスを事業化し、同じ悩みを持つ企業へ展開を開始。 41
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株式会社IBUKI（山形県河北町）

金型の設計・製造を中心に、プラスチック成形品の製造、金型への微細な特殊加工の研究等を行うとともに、工場デジ
タル化に向けて積極的に取組み、その成果をサービスとして展開中。
「金型業界の風雲児」、「山形の伝道師」を経営理念に置き、「MADE IN YAMAGATA」を世界に発信。

◆ きっかけ

➢ 2008年のリーマンショックにより甚大な影響を受ける中、工場等社全体の業務効率化を目指し、デジタル化に着手。
製造業の設計に特化したコンサルティング会社「株式会社Ｏ２」の製造業におけるデジタル化のノウハウを実践。

◆ 工場デジタル化に資する各種システムを開発、サービスとしても展開。

➢ 業務改善システム

• 馴染みやすいExcelを活用した「勤怠管理システム」、「材料在庫管理システム」、「簡単チェックシステム」、「技術伝
承システム」を開発。身近な業務が楽になるシステムとして提供。

➢ 見積り支援システム

• 知識や経験が必要となる見積もり作業の効率化のため、熟達者知見による根拠に基づく見積りプロセスと計算アル
ゴリズムを盛り込んだ見積り支援システムを開発・提供。

➢ IoT活用による金型内の可視化

• 金型内へ各種センサを内蔵し、最新のIoT技術を使って可視化、射出成形の量産中における
不具合の察知やメンテナンス時期の予測等を実現。

➢ 工具摩耗判定支援

• 無駄な工具の購入や再研磨による出費を抑制するため、画像解析を活用し熟練技術者の知見内容を紐付けた工
具摩耗状態の判定システムを開発・提供。

◆ 成 果

➢ 取り組みやすい内容からデジタル化を進め、身近に感じることで、社内従業員のデジタル化に対する意識が向上。
またデジタル化により様々な情報が視覚化でき、業務効率が良くなったため残業時間の減少、在庫管理の適正化、
良品の質が向上したなど多くの成果が見られた。

➢ さらに、自社で内製したシステムをサービス化し、他企業へ展開するなど新たな事業の創出につながっている。
42
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オプテックス工業株式会社（山形県尾花沢市）

◆ きっかけ

➢ アイデアを出し合い、新しいことにチャレンジすることを歓迎する社風がある。「おもしろいものを作る」というコンセプトの
もと、開発企画グループを社内に設置し、自由な企画・提案が生まれやすい体制を整備。

➢ 取引先の自動車メーカーにおける取組を参考にしながらデジタル化を進めていたところ、偶然にもデジタルについて高
い知識と技術を有する社員が入社。以降、急速にデジタル化の取組が進展。

◆ 取組内容 ：

➢ 自社の強みであるFA技術等を活用し、小規模の工場などでも安価にIoT環境が

構築できる小型稼働管理システム 「Clam_iz（クラムアイズ）」を社内で開発。

➢ 部品加工の機械に取り付けることで稼働率をリアルタイムで把握することができる。

異常時にはスマートフォン等に警報を送信することも可能。

➢ 「10分で取付け可能」「配線工事不要」「同機能の他社製品に比べて低価格」

「数値同士の組合せによる状態識別」「多様なセンサーからの情報取得が可能」であることが強み。

◆ 成 果

➢ 設備ごとの稼働状況の見える化により、工場全体の生産性向上に貢献。
➢ 2021年3月に製品化・販売を開始。異業種への展開も強く活動。

自動車部品関係を中心に、自動省力化（FA）機器の開発・製造、機械加工、電子製品及びセキュリティ機器装
置組立等を実施。自社の強みであるFA技術等を活用し、IoT小型稼働管理システムを開発・提供。設備毎の稼
働状況の見える化により、原因の絞り込み、カイゼンのスピードアップを果たした。
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株式会社BEING（山形県山形市）

◆ きっかけ

➢ 新型コロナウイルス感染拡大に伴い、基幹業務ソフトの導入等に対する投資に慎重になる企業が増えたことにより、主力で
あったサービスの売上が減少。

➢ 顧客であるサクランボ農家においては、注文受付・発送の手続きにおいて、「手書きの文字情報を人がシステムに打ち込む」
「それらの情報を運送業者の送り状様式に転記する」といった作業が発生していた。FAX等で届く注文票は、手書きである
上にフォーマットが異なることが多く、上記の作業は複数人で集まって行うこともあった。

◆ 取組内容 ： 新型コロナウイルス感染拡大という社会情勢の変化にチャンスを見出し、新サービスを立ち上げ。

①AIを活用したOCR（文字認証）による手書き文書テキストデータ化サービス

• 手書きの文字を自動でテキスト化・電子データ化するシステムを導入。
②データのコンバートサービス

• 顧客の持つデータの形式を必要に応じてカスタマイズし、

異なるシステム間におけるデータの移行を支援。

➢ ①により、手書きの情報を速やかに電子データ化。
さらに②を活用し、①の情報と運送会社の送り状発行システムを

連携することで、送り状作成までスムーズに実施することを可能にした。

◆ 成 果

➢ 人手不足が課題となっている農家の業務効率化に貢献。
➢ 複数人が集まって作業をしなければならない状況を緩和したことで、従業員の感染リスクを低減。
➢ サクランボ農家での活用を契機に、他の農家にもサービス展開が始まっている。

主に会計・給与・勤怠・販売などの基幹業務ソフトの導入指導・操作説明・サポートを専門とし、それぞれの顧客の運用に沿っ
たシステムの提案・導入後の支援を実施。さらに、顧客ニーズを踏まえ、AIを使ったOCR（文字認証）による手書き文書の
テキストデータ化サービス、異なるシステム間でのデータ移行を可能とするデータのコンバートサービスを展開。
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自治体のデジタル化の推進に向けた取組＜滝沢市＞

◆ IT関連産業集積／発展に資する取組

◆ 地域のデジタル化に資する取組

• 合同会社DMM.comとともに、滝沢市地域人材育成事業の一環として、県内の大学生等を対象とした
「Takizawa Innovation Challenge」を2020年度から実施。

• 昨年度は「New Normal （新しい生活様式）」、今年度は「DO IT OURSELVES（自分たちでやっ
ちゃえ）」をテーマに、大学生等からプロジェクトアイデアを募集。

• 2回目となった本年度は、審査を通過した4チームに活動支援金として15万円が支給され、 DMM.make 
AKIBAのプロジェクトサポートのもと、滝沢市IPUイノベーションセンターに入居する地元企業と学生チーム
が約4か月間活動。取組を通じ、優秀な人材の発掘・育成と地元雇用を目指している。

• 岩手県滝沢市は、研究開発支援、新事業の創出等を促進し、同市の経済振興に資するため、IPUイノベー
ションセンター・パークを整備。岩手県立大学ソフトウェア情報学部の側に 「産学官連携と、IT産業の集積」
を目的に滝沢市が整備した産学官連携サポート地域で、市町村が公立大学施設内に整備した、全国初の
産学連携サポート施設。

• アパート型企業入居スペース「滝沢市IPUイノベーションセンター」が2棟と、企業立地区画があり、 県立大学
や入居企業との人材交流、センターを会場としたセミナーなどを実施。
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「AI-Ready都市・仙台」
• AIをはじめとする先端ICT技術と幅広い産業との掛け合わせにより新事業を創出する「X-TECH
（クロステック）」を推進し、地域産業の高度化に取り組んでいる。また、「仙台市デジタル・トランス
フォーメーション（DX）推進計画」を今年6月に策定し、DXによるデジタル社会の構築に向けた取
り組みを進めているところ。

• これらの取り組みを一層加速させるため、AI関連ビジネス開発事業およびAIを最大限活用するこ
とができる人材育成事業を一体的に実施する「仙台X-TECHイノベーションプロジェクト2021」
を開始。このプロジェクトによって、地域産業におけるAI利活用事例の創出や地域産業を牽引する
AI人材の育成を強力に推進するとともに、AI関連ビジネスが持続的に生まれる「AI-Ready都市・
仙台」を目指している。

＜主なプログラム＞
• 経営者層向けAIハンズオンセミナー
• AIビジネスメンタリング事業
• AIビジネス創出ワークショップ
• AIを活用したビジネスアイデアのコンテスト
• G検定/E資格取得に向けた人材育成講座
• AIプロダクト開発ブートキャンプ
• AI普及啓発に向けたオンラインセミナー

◆ 地域のデジタル化に資する取組

自治体のデジタル化の推進に向けた取組＜仙台市＞
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2019.3.1日刊工業新聞

オープンイノベーションとして会津
大学や地元ベンチャー企業等を含め
多様な団体が集う場所（カフェ含
む）

首都圏等から移転するＩＣＴやＩｏＴ
関連企業の入居を想定（500名規模）

◆ IT関連産業集積／発展に資する取組

自治体のデジタル化の推進に向けた取組＜会津若松市＞

• 福島県会津若松市は、若年層の地元定着や地域活力の維持発展を目指し、ICTオフィスビル「スマートシティ
AiCT」を整備。

• 首都圏などのICT関連企業の一部機能移転の受け皿（誘致策）として、首都圏からの新たな人の流れと雇用
の場の創出（交流人口）や若年層の地元定着（定住人口）の増加を図り、地域活力の維持発展に資するこ
とを目的に整備。入居企業のほか、地域住民や観光客が気軽に利用できるカフェ、コワーキングスペースとしての
利用の他、展示ギャラリー、マルシェ、地場ショップなど様々な利用に対応可能な施設になっている。
【入居企業】 37社（2021年9月現在）＜満室＞ （※入居企業情報は会津若松市HPより記載）
外部立地（29社）：・アクセンチュア㈱ ・TIS㈱ ・日本電気㈱ ・三菱商事㈱ ・㈱エムアイメイズ ・㈱イクシング ・日本マイクロソフト㈱

・SAPジャパン㈱ ・バンプージャパン㈱ ・東芝データ㈱ ・ソフトバンク㈱ ・三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱
・凸版印刷㈱ ・セイコーエプソン㈱ ・オリックス自動車㈱ ・ニューラルポケット㈱・㈱ブリスコラ ・出光興産㈱
・パナソニック㈱ ・㈱東海理化 ・三井住友海上火災保険㈱ ・SOMPOホールディングス
・コスモ石油マーケティング ・東北電力㈱ ・東日本電信電話㈱ ・住友生命保険(相)
・明治安田生命保険(相) ・日本ヒューレット・パッカード(合) ・CCCマーケティング㈱

県内企業 （5社）：・㈱エフコム ・㈱エヌ・エス・シー ・會津アクティベートアソシエーション㈱ ・㈱アイザック ・㈱オノヤ
会津大発V（3社）：・㈱デザイニウム ・㈱会津ラボ ・㈱会津コンピュータサイエンス研究所
【就業者】 400人超（計画500人）
【運営会社】株式会社AiYUMU（あゆむ）（地元企業４社の出資により設立）
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◆ 地域のデジタル化に資する取組

自治体のデジタル化の推進に向けた取組＜会津若松市＞

• 「スマートシティ会津若松」の実現に向け、①地域活力向上、②市民生活の利便性向上、③デー
タを見える化し、市民との情報共有を促進の観点から、様々な取組を推進。

• 一例として、地域情報の提供や本人同意に基づくオプトインにより希望するサービスを一体的に提
供するデジタル情報プラットフォーム『会津若松＋』を運用。

• 会津若松＋は、様々なサービスやデータをつなぐ「データ連携基盤」であり、例えば、除雪車の走行状
況を地図上で確認できる「除雪ナビ」や、SNSサービスである「LINE」を活用して市民からの問い合わ
せにAIが応答するサービスなど複数のサービスを提供。


